
 

 

                            2024 年 7 月 31 日 

日 本 銀 行 

 

「補完当座預金制度基本要領」の一部改正等について 

 

日本銀行は、令和６年７月３０・３１日の政策委員会・金融政策決定会

合において、金融市場調節方針の変更に伴い、下記の諸措置を講ずること

を決定しましたので、お知らせします。 

なお、本件に伴い必要となる関係諸規程の改正に関しては、所要の準備

が整い次第、別途、各対象先に通知します。 

 

記 

１．「補完当座預金制度基本要領」（平成２８年１月２９日決定）を別紙

１のとおり一部改正すること。 

２．「国債の条件付売買基本要領」（平成１４年９月１８日決定）を別紙

２のとおり一部改正すること。 

３．「貸出支援基金の運営として行う貸出増加を支援するための資金供給

基本要領」（平成２４年１２月２０日決定）を別紙３のとおり一部改正

すること。 

４．「被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーション基本要領」

（令和２年３月１６日決定）を別紙４のとおり一部改正すること。 

５．「気候変動対応を支援するための資金供給オペレーション基本要領」

（令和３年９月２２日決定）を別紙５のとおり一部改正すること。 

以  上 

＜本件照会先＞ 

企 画 局  土川・森島（03-3277-2877） 



 

 

別紙１ 

 

「補完当座預金制度基本要領」中一部改正 

 

○ ４．を横線のとおり改める。 

４．適用利率 

年０．１０．２５％とする。 

 

（附則） 

この一部改正は、令和６年８月１日から実施する。 

  



 

 

別紙２ 

 

「国債の条件付売買基本要領」中一部改正 

 

○ ６．を横線のとおり改める。 

６．売買方式 

（１）略（不変） 

（２）買戻条件付売却の場合 

次のいずれかの方式による。 

イ．利回り入札方式 

売却日から買戻日までの期間中の利回り（以下「売却期間利回り」

という。）を入札に付してコンベンショナル方式により決定し、こ

れにより売却する方式とする。 

ロ．固定利回り方式 

短期金融市場の金利動向等を勘案してあらかじめ売却期間利回

りを決定し、これにより売却する方式とする。 

 

（附則） 

この一部改正は、総裁が別に定める日から実施する。  



 

 

別紙３ 

 

「貸出支援基金の運営として行う貸出増加を支援するための資金供給基本要

領」中一部改正 

 

○ ６．を横線のとおり改める。 

６．貸付利率 

年０．１％「補完当座預金制度基本要領」（平成２８年１月２９日付

政委第９号別紙１．）４．に定める適用利率の貸付期間中における平均値

とする。 

 

（附則） 

この一部改正は、令和６年８月１日から実施する。ただし、この一部改

正前の基本要領に基づく貸付けの取扱いについては、当該貸付けの満期日

までの間、なお従前の例による。 



 

 

別紙４ 

 

「被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーション基本要領」中一

部改正 

 

○ ７．を横線のとおり改める。 

７．貸付利率 

年０．１％貸付日における「補完当座預金制度基本要領」（平成２８

年１月２９日付政委第９号別紙１．）４．に定める適用利率とする。 

 

（附則） 

この一部改正は、令和６年８月１日から実施する。ただし、この一部改

正前の基本要領に基づく貸付けの取扱いについては、なお従前の例による。 



 

 

別紙５ 

 

「気候変動対応を支援するための資金供給オペレーション基本要領」中一部

改正 

 

○ ６．を横線のとおり改める。 

６．貸付利率 

年０．１％貸付日における「補完当座預金制度基本要領」（平成２８

年１月２９日付政委第９号別紙１．）４．に定める適用利率とする。 

 

（附則） 

この一部改正は、令和６年８月１日から実施する。ただし、この一部改

正前の基本要領に基づく貸付けの取扱いについては、なお従前の例による。 

 


